
　平成24年度がスタートしました。今年度の町財政の収支計画である予算の総
額は、支出ベースで125億5,639万円。その編成は行政施策の指針である基本構
想と、これに基づく計画に沿って行いましたが、諸制度の改革による計画変更も
考えられますので、今後も確実な財政措置に配意しながら運営していきます。
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学校給食センター事業

1億 8,193万円（▲ 3.5％）

幼稚園児や小・中学生などの給食に 
係る会計です。

国民健康保険事業
0 歳から 74 歳までの国民健康保険に加入して
いる方の医療費などを負担する会計です。主な
歳出は、医療費の保険給付費 13 億 2,320 万
円（0.2％）、後期高齢者支援金 3 億 167 万円

（5.9％）です。

20 億 9,195 万円（0.5％）

（　　）内は対前年度増減率・▲は減

国保多古中央病院事業
医療のほか、訪問看護・居宅介護支援・居宅
サービスなどの事業を行う会計です。
●収益的収支
　収入　20 億 5,053 万円（5.3％）
　支出　20 億 5,053 万円（5.3％）
●資本的収支
　収入　  1 億 4,971 万円（▲ 2.0％）
　支出　  2 億 3,725 万円（3.5％）

水道事業
安全・安心な上水を供給する会計 
です。老朽管の更新や浄水場の
施設を整備・改良することによ
り、上水の安定供給を行います。

●収益的収支
　収入　3億   491万円（▲9.9％）
　支出　3億2,643万円（▲3.5％）
●資本的収支
　収入　　　2,900万円（▲64.0％）
　支出　2 億3,320万円（9.1％）

農業集落排水事業
十余三、島、牛尾・船越、林地区
の下水を処理する会計です。主な
歳出は、公債費（借り入れた地方
債の元利償還金）6,904 万円（▲
3.8％）です。

介護保険事業
寝たきりや認知症などで介護を必
要とする方の介護サービス費など
を負担する会計です。主な歳出は、
介護サービスの保険給付費 11 億
3,093 万円（▲ 1.1％）です。

12億  219万円（0.0％）1億3,189 万円（0.8％）

後期高齢者医療
75 歳以上の方に対する医療費などを負
担する会計です。主な歳出は、後期高齢
者医療広域連合納付金 1 億 3,282 万円

（6.2％）です。

1億 4,586 万円（6.1％）
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